
 

 

常務理事会 

（第45事業年度・第３回 

平成22年６月９日常務理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

Ⅰ 審議事項 
１．「平成21年度品質管理レビュー
実施結果の概要」に関する件 

２．「平成21年度品質管理委員会年
次報告書」の公表に関する件 

平成21年４月１日から平成22年３月

31日までの品質管理レビュー実施結果

の概要について取りまとめた旨、また、

平成21年４月１日から平成22年３月31

日までの品質管理委員会の活動状況に

関する年次報告書について取りまとめ

た旨それぞれ提案があり、審議の結果、

提案どおり承認された。 

３．中小事務所等施策調査会からの
答申「会計参与の行動指針」の
一部改正に関する件 

中小企業の会計に関する指針及び会

社計算規則の改正等を受け、日本税理

士会連合会と共同で「会計参与の行動

指針」を一部改正する旨提案があり、

審議の結果、提案どおり承認された。 

４．租税調査会からの答申「平成23
年度税制改正意見・要望書」に
関する件 

平成23年度の税制改正意見・要望書

を取りまとめた旨提案があり、審議の

結果、提案どおり承認された。 

５．経営研究調査会からの答申『経
営研究調査会研究報告「事例に
見る企業価値評価上の論点－紛
争の予防及び解決の見地から
－」』に関する件 

公認会計士が企業価値評価を行う場

合に参考として利用できるよう、企業

価値評価を巡る紛争の事例に関して分

析を行った結果、経営研究調査会研究

報告第41号「事例に見る企業価値評価

上の論点－紛争の予防及び解決の見地

から－」として取りまとめた旨提案が

あり、審議の結果、提案どおり承認さ

れた。 

６．公認会計士制度委員会からの答
申『公認会計士制度委員会研究
報告「法定監査における監査人
の民事責任の限定について」』
に関する件 

平成20年６月６日付けで欧州委員会

から「法定監査人及び監査事務所の民

事責任の限定に関する提言」が公表さ

れたこと、また、証券監督者国際機構

においても監査人の責任等に関して審

議が行われるなど、監査人の責任に関

連した事項に関して、国際的に活発な

検討が行われていることを受け、公認

会計士制度委員会研究報告第７号「法

定監査における監査人の民事責任の限

定について」として取りまとめた旨提

案があり、審議の結果、提案どおり承

認された。 

７．ＩＴ委員会からの答申『ＩＴ委
員会研究報告第31号「ＩＴ委員
会報告第３号「財務諸表監査に
おける情報技術（ＩＴ）を利用
した情報システムに関する重要
な虚偽表示リスクの評価及び評
価したリスクに対応する監査人
の手続について」Q&A」の一部改
正について』に関する件 

財務諸表監査において全般統制に不

備が存在した場合、監査人が実施する

リスクの評価及び対応の際の留意点に

ついて、ＩＴ委員会研究報告第31号

『ＩＴ委員会報告第３号「財務諸表監

査における情報技術（ＩＴ）を利用し

た情報システムに関する重要な虚偽表

示リスクの評価及び評価したリスクに

対応する監査人の手続について」

Q&A』を一部改正する旨提案があり、

審議の結果、提案どおり承認された。 

８．学校法人委員会からの答申に関
する件 

（１）「固定資産に関する実務問答
集（中間報告）」の改正につい

て 
（２）学校法人委員会研究報告「学
校法人監査における監査計画書
及び意見形成時の監査調書の様
式例と記載上の留意事項」につ
いて 

学校法人を取り巻く経済情勢の変化

及び固定資産に関する取引の多様化を

受け、「固定資産に関する実務問答集

（中間報告）」を改正する旨、また、

監査リスクモデル等に関する監査基準

委員会報告書が一部改正されたことを

受け、学校法人委員会研究報告第19号

「学校法人監査における監査計画書及

び意見形成時の監査調書の様式例と記

載上の留意事項」として取りまとめた

旨それぞれ提案があり、審議の結果、

提案どおり承認された。 

９．非営利法人委員会からの答申
『非営利法人委員会報告「消費
生活協同組合等の法定監査上の
監査報告書の文例について」』
に関する件     ほか１件 

平成19年５月16日に消費生活協同組

合法の改正が行われ、一定規模以上の

消費生活協同組合又は消費生活協同組

合連合会に公認会計士又は監査法人に

よる外部監査が義務付けられたことを

受け、非営利法人委員会報告第36号

「消費生活協同組合等の法定監査上の

監査報告書の文例について」として取

りまとめた旨提案があり、審議の結果、

提案どおり承認された。 

10．法規委員会からの答申『「共同
監査協定書のひな型」の改正に
ついて』に関する件 

平成19年の公認会計士法改正及び金

融商品取引法の一部改正による内部統

制監査及び四半期レビューの導入や、

その後の実務の状況等を受け、「共同

監査協定書のひな型」を改正する旨提

案があり、審議の結果、提案どおり承



 

 

認された。 

 

このほか、主な審議事項は次のとお

りです。 

○ 学校法人監査のあり方等に関する

検討プロジェクトチームからの意

見具申「学校法人監査のあり方に

関する報告」に関する件 

○ 会計制度委員会からの答申『実務

対応報告公開草案第33号（実務対

応報告第５号の改正）「連結納税

制度を適用する場合の税効果会計

に関する当面の取扱い（その１）

（案）」等に対する意見』に関す

る件 

○ 公会計委員会からの答申『国際公

会計基準審議会公開草案「サービ

ス委譲契約：委譲者」に対するコ

メント』に関する件 

○ 継続的専門研修制度協議会からの

意見具申「平成21年度継続的専門

研修制度の運営状況に関する年次

報告書」に関する件 

○ 協会出版局発行出版物の刊行に関

する件 

(1) 会計監査六法Lite版について 

(2) 漫画本「BARレモン・ハート 会

計と監査[PARTⅡ]」について 

 

理事会 

（第45事業年度・第３回 

平成22年６月10日理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

Ⅰ 会長報告 

増田会長から配付資料に基づき、公

認会計士制度に関する対応、インセン

ティブのねじれ解消に向けた対応、次

期役員の決定、各地域会総会開催につ

いて等、最近の事業及び会務の運営状

況について、会則第95条に基づく報告

があり、協議を行った。 

Ⅱ 審議事項 
１．倫理委員会からの答申『「独立
性に関する概念的枠組み適用指
針」の一部改正について』に関
する件 

平成21年７月に国際会計士連盟から

「Code of Ethics for Professional 

Accountants」の改正が公表されたこ

とを受け、「独立性に関する概念的枠

組み適用指針」を一部改正する旨提案

があり、審議の結果、提案どおり承認

された。 

２．第44事業年度収支計算書及び財
務諸表（一般会計及び実務補習
所特別会計）承認に関する件 

３．第45事業年度収支予算書案（一
般会計）承認に関する件 

第44事業年度収支計算書及び財務諸

表（一般会計及び実務補習所特別会

計）並びに第45事業年度収支予算書案

（一般会計）についてそれぞれ提案が

あり、審議の結果、提案どおり承認さ

れた。 

Ⅲ 報告事項 
１.IFAC-IPSASBトロント会議報告に
関する件 

平成22年４月６日から９日にかけて

トロントにおいて開催されたIFAC-

IPSASB会議について報告があった。 

 

 なお、その他の主な報告事項は次の

とおりです。 

○ 「監査提言集」（改訂版）の会員

に対する公表に関する件 

以 上 

（総務本部長 柏原 治） 


